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喫煙目的施設について 

 

１ 喫煙目的施設の対象（改正法第 28 条第７号） 

「喫煙目的施設」は、多数の者が利用する施設のうち、その施設を利用する

者に対して、喫煙をする場所を提供することを主たる目的とする施設であるが、

具体的には次に掲げる３種類であり、それぞれの具体的な要件は以下のとおり

であること。（新政令第４条関係）  

(1) 公衆喫煙所  

施設の屋内の場所の全部の場所を専ら喫煙をする場所とするものである

こと。 

なお、「専ら喫煙」とは、施設本来の目的は喫煙をする場所であり、施設

内での喫煙以外の行為は行わないという趣旨であるが、公衆喫煙所について

は、喫煙以外の一切の行為を認めないというものではなく、例えば、喫煙者

が喫煙の傍ら飲むための飲料自動販売機を設置することは可能であること。  

(2) 喫煙を主たる目的とするバー、スナック等 

たばこの対面販売（出張販売を含む。）をしており、施設の屋内の場所に

おいて喫煙をする場所を提供することを主たる目的とし、併せて設備を設け

て客に飲食をさせる営業（「通常主食と認められる食事」を主として提供す

るものを除く。）を行うものであること。 

①「対面販売」とは、たばこ事業法（昭和 59 年法律第 68 号）第 22 条第

１項の製造たばこ小売販売業の許可を得た者が営業を行う場所又は第 26 

条第１項の出張販売の許可を受けた場所においてたばこを販売する者に

よって購入者に対して、たばこを販売することをいい、自動販売機のみに

よるたばこの販売はこれに該当しないものであること。  

②「主食」とは、社会通念上主食と認められる食事をいい、米飯類、パン類

（菓子パン類を除く。）、麺類、ピザパイ、お好み焼き等が主に該当するも

のであるが、主食の対象は各地域や文化により異なるものであることから、

実情に応じて判断するものであること。  

(3) 店内で喫煙可能なたばこ販売店  

たばこ又は専ら喫煙の用に供するための器具の販売（たばこの販売につい

ては、対面販売をしている場合に限る。）をし、施設の屋内の場所において

喫煙をする場所を提供することを主たる目的とするものであること（設備を

設けて客に飲食をさせる営業を行うものを除く。）。 

なお、たばこ販売店として「たばこ又は専ら喫煙に供するための器具の販

売をしている」とは、当該店舗で販売している商品が陳列されている棚のう
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ち、たばこ又は専ら喫煙に供するための器具の占める割合が約５割を超える

ものをいうものであること。 


